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別紙

前金払等に関する調整計算要領

（趣旨）

第１条 この要領は、防衛装備庁における予定価格算定事務に関する訓令に係る事務

要領について（装管原第２７７号。２７．１０．１）第３３条第１項に規定する前

金払等に関する調整計算の方法について定めるものとする。

（調整計算の原則）

第２条 前金払等に関する調整計算は、前金払等をしようとする契約について、契約

予定相手方の前払金の使途、資金繰の状況等を考慮し、前金払等の実施の条件に基

づき、前金払等を実施する場合と実施しない場合との差異を明らかにして行うもの

とする。

（調整計算の方法）

第３条 前金払等に関する調整計算は、次の計算式により行うものとする。

前金払等を実施する場合の計算価格（円） ＝ 前金払等を実施しない場合の計算

価格（円）－調整額（円）。

２ 前項に規定するほか、前払金の使途により、各関連計算項目において個別に第２

条に定める調整計算ができる場合は、その方法によることができる。

（調整額の計算）

第４条 調整額は、前金払等の実施の条件を考慮の上、その実施ごとに、次の計算式

により、計算するものとする。ただし、部分払が実施される場合は当該条件を考慮

するものとする。

調整額（円）＝前金払等の額（円）×調整率（年利）×期間（日）／３６５－金融

機関保証料（円）

２ 前金払等の額は、前金払等の実施の条件である割合又は金額をもとに計算するも

のとする。ただし、前金払等が分割納入等により順次精算される場合は当該条件を

考慮するものとする。

３ 調整率は、調達物品等の予定価格の算定基準に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓

令第３５号）第６３条第３項に定める標準金利とする。

なお、当年度の標準金利が設定されるまでの間に前金払等に関する調整計算を行

う必要が生じた場合は、原則として前年度の標準金利を適用するものとする。

４ 前項の規定により難い場合には、適用する調整率その他必要な措置について、必

要に応じ調達管理部原価管理官との調整を経た上で、調達管理部長の承認を得て定

めるものとする。

５ 期間は、次に掲げる始期及び終期をもって計算するものとする。



⑴ 期間の始期は、前金払等が実施された日の翌日とする。

⑵ 期間の終期は、調達物品等が納入される日とする。ただし、納入される日が推

定できない場合には、代金を一度に支払う場合にあっては納期とし、複数回に分

けて支払う場合にあってはその代金の支払いに対応する納入期日とする。

⑶ 前２号の規定により難い場合には、別に定めるところにより計算するものとす

る。

６ 金融機関保証料について、金融機関保証状を担保にしないときは、金融機関保証

料を差し引かないものとする。また、金融機関保証料の計算は、第１項に定める調

整率において控除調整することができる。

（雑則）

第５条 この要領の施行の際、この要領の施行前に装備施設本部長が定めるところに

よりなされた措置は、この要領の相当する規定によりなされたものとみなす。


